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県立学校における環境衛生検査の実施について（通知） 

  

日ごろから学校環境衛生の向上に御協力をいただきありがとうございます。 

県立学校における環境衛生検査については、平成１６年３月２６日付け１５教健第

５０７号通知「学校における環境衛生検査の実施について」により実施しているとこ

ろですが、平成２２年４月１日から、別添「県立学校環境衛生検査実施要領」に基づ

き実施することとしました。 

つきましては、貴会員へ周知していただくとともに、県立学校に対する御指導及び

御助言をお願いいたします。 

 なお、平成１６年３月２６日付け１５教健第５０７号通知については、平成２２年

３月３１日をもって廃止します。 

 

 

担   当  健康学習課保健・給食グループ（鈴木） 

電   話  052-954-6794（ダイヤルイン） 

ファックス 052-954-6965 



県立学校環境衛生検査実施要領 

 

県立学校における環境衛生検査は、学校環境衛生基準に基づき、定期環境衛生検査、

臨時環境衛生検査及び日常点検並びに事後措置を適切に実施するほか、「換気及び保

温等」、「揮発性有機化合物」、「ダニ又はダニアレルゲン」、「照度」、「騒音レベル」、「飲

料水」、「雑用水」及び「水泳プール」の検査については、下記事項に留意すること。 

記 

Ⅰ 検査の実施 

１ 換気及び保温等 

① 実施時期 

  ア １回目 

５月から７月まで（冷房設備が導入されている学校はできるだけ冷房時） 

イ ２回目 

    １１月から３月までの暖房時 

② 実施教室 

   普通教室及び特別教室各１教室について行う。 

 ③ 検査項目 

ア １回目 

  換気、温度、相対湿度、浮遊粉じん、気流※ 

  ※ 冷房時に検査を行う場合のみ、気流を検査項目に加えること。 

イ ２回目 

換気、温度、相対湿度、浮遊粉じん、気流、一酸化炭素 

いずれも外気については、温度、相対湿度、二酸化炭素濃度を測定する。 

 ④ 検査方法 

各学校に整備されている機器又はブロック拠点校（別表）に整備されている機

器を使用して検査を行う。なお、拠点校に整備された機器は、当該ブロック内で

使用することを原則とするが、必要に応じブロック間で調整の上、他のブロック

で使用することは差し支えない。また、検査にあたっては、別添１及び別添２を

参考にする。 

基準超過等により再検査を行った場合は、その結果及び事後措置の内容をその

他参考事項欄に記載する。 

⑤ 報告 

各回の検査終了後、速やかに様式１－１及び１－２により報告する。 

⑥ その他 

浮遊粉じん計の校正については、必要な拠点校に対して５月上旬に別途校正費

用を配分するので、配分された拠点校においては速やかにメーカーに校正を依頼

する。 

 

２ 揮発性有機化合物 

 ① 実施時期及び回数 

   ６月から９月までの間に１回行う。 

 ② 実施教室 

各学校 1教室について行う。 

選定にあたっては、ホルムアルデヒド等の発生のおそれのある次の教室等を優



先して選定する。 

ア コンピュータ、机、いす等新たに学校用備品を整備した教室等 

イ 新築、改築、改修等した教室等 

ウ 過去の検査で基準を超過したことのある教室等 

③ 検査項目 

  ホルムアルデヒド及びトルエン 

 ④ 検査方法 

ア 事前に学校薬剤師と相談の上、信頼できる検査機関を選定し、学校から直接

検査機関に依頼する。 

イ 依頼後、検査機関からホルムアルデヒド及びトルエンの採取機器（パッシブ

型採取機器（拡散方式））が送付されるので、次のとおり採取を行う。 

（ア）試料採取開始の前日又は当日、当該教室等を３０分間以上換気する。換気

の際、当該教室等の窓、扉、建具、備え付け品の扉等の全てを開放する。 

（イ）換気後、教室の中にある建具、備え付け品の扉等は開放したまま、外部に

面した窓、扉等をすべて閉鎖し、５時間以上この状態を維持した後、引き続

き試料採取を行う。 

（ウ）採取機器の設置場所は、教室における測定は中央机上で行い、体育館等の

場合は中央付近の床から１．２ｍから１．５ｍの高さとする。設置方法は、

机上の三脚（塗料等の影響のないもの）への設置、天井からの吊り下げ等に

よる。 

（エ）試料採取時間は２４時間とし、この間、教室の中にある建具、備え付け品

の扉等は開放したまま、外部に面した窓、扉等をすべて閉鎖し、当該教室等

に児童生徒等が入らないようにする。 

ウ 試料採取終了後、専用の保存容器・保存袋に採取機器を密封保存後、記入し

た様式２の写しと共に、保冷の状態で速やかに検査機関へ送付する。 

⑤ 報告 

  検査結果判明後、速やかに様式２により報告する。 

⑥ 事後措置 

ホルムアルヒド及びトルエンの濃度が基準を超過した場合は、換気を確実に行

うことによりその濃度を基準値以内に低減することができるので、再検査は実施

せず、その後の当該教室の使用にあたっては、十分換気を行う。 

⑦ 予算 

   別途配分する。 

 

３ ダニ又はダニアレルゲン 

① 実施時期及び回数 

６月から９月までの間に１回行う。 

② 実施場所 

保健室の寝具、カーペット敷きの教室等、ダニの発生しやすい場所１ヶ所以上

選定する。 

③ 検査方法 

「ダニ検査用マイティーチェッカー」（販売元：住化エンビロサイエンス(株)）

を各学校で購入し、当該キットにより検査を行う。 

④ 事後措置 



基準を超過した場合は、布団の天日干し、掃除機かけの徹底、換気の励行等低

減対策を行い、２週間後に再検査を行う。 

なお、再検査の結果、基準を超過した場合は、さらに２週間低減対策を行い、

再検査を行う。 

⑤ 報告 

  検査終了後、速やかに様式３により報告する。 

 

４ 照度 

① 実施回数 

  毎学年２回行う。（夜間定時制については、全日制とは別に行う。） 

 ② 実施場所 

   １教室以上を選定する。 

 ③ 検査方法 

照度計により、黒板及び教室のそれぞれ９ヶ所を検査する。（特別教室、体育

館等については、それぞれ使用実態を考慮して測定点を選定する。） 

④ 報告 

  各回の検査終了後、速やかに様式４により報告する。 

 

５ 騒音レベル 

 ① 実施回数 

   毎学年１回行う。（夜間定時制については、全日制とは別に行う。） 

 ② 実施教室 

交通騒音等の外部騒音による影響が最も大きい普通教室１教室を選定する。 

③ 検査方法 

開窓時及び閉窓時の教室内（窓側及び廊下側）において、窓側及び廊下側から

それぞれ１ｍ離れた位置の床上１．２ｍから１．５ｍの高さで等価騒音レベルを

測定する。 

④ 報告 

  検査終了後、速やかに様式５により報告する。 

⑤ その他 

騒音計については、学校薬剤師に手配を依頼する。学校薬剤師が手配できない

場合は、学校から健康学習課に騒音計（２台あり）の借用を依頼する。 

 

６ 飲料水 

 ① 水質検査 

ア 実施回数及び項目 

毎学年１回、一般細菌、大腸菌、塩化物イオン、有機物等、ｐＨ値、味、臭

気、色度、濁度、遊離残留塩素について行う。（井戸水等を使用している施設

については、別に指示した回数及び項目の検査を行う。） 

 イ 実施場所 

   末端の給水栓において行う。貯水槽がある場合はその系統ごとに行う。 

ウ 報告 

 検査結果判明後、様式６－１又は６－２により報告する。 

② 施設・設備の検査 



 ア 実施回数及び項目 

様式７により、毎学年１回検査を行う。 

 イ 報告 

当該年度の検査終了後、①の結果と併せて速やかに報告する。 

 

７ 雑用水 

 ① 水質検査 

  ア 実施回数及び項目 

毎学年２回、ｐＨ値、臭気、外観、大腸菌、遊離残留塩素について検査を行

う。なお、大腸菌以外については、学校における現場検査による。 

イ 報告 

 当該年度の検査終了後、様式８により報告する。 

② 施設・設備の検査 

ア 実施回数及び項目 

様式８により毎学年２回行う。 

イ 報告 

当該年度の検査終了後、①の結果と併せて速やかに報告する。 

 

８ 水泳プール 

 ① 水質検査 

ア 実施回数及び項目 

（ア）使用期間中３０日以内ごとに１回、遊離残留塩素、ｐＨ値、大腸菌、一

般細菌、有機物等及び濁度について検査を行う。 

（イ）使用期間中１回、総トリハロメタン及び循環ろ過装置の処理水について

検査を行う。（総トリハロメタンについては、そのシーズンの使用開始後、

２～３週間経過してから検査することが望ましい。） 

 イ 報告 

 当該年度の検査終了後、様式９により報告する。 

② 施設・設備の検査 

 ア 実施回数及び項目 

毎学年１回、様式１０により検査を行う。 

 イ 報告 

当該年度の検査終了後、①の結果と併せて速やかに報告する。 

 

Ⅱ 基準を超過等した場合の対応 

１ 原因究明を行い、適切な事後措置を講ずるとともに、速やかに再検査を行い、基

準を満たすことを確認する。 

２ 基準超過等により児童生徒の健康に影響がある等必要と認められる場合は速や

かに健康学習課に報告する。 



別 表 

拠 点 校 及 び ブ ロ ッ ク 校 

 

地区名 拠 点 校 ブ ロ ッ ク 校 

名 北 
明 和 愛知工業、愛知商業、松蔭、名古屋西、中村、中川商業、名古屋養護 

千 種 旭丘、旭陵、守山、東山工業、緑丘商業、名古屋盲、名古屋聾、千種聾 

名 南 天 白 瑞陵、惟信、昭和、熱田、南陽、鳴海、名古屋南、名南工業、港養護 

尾 東 
春日井東 

春日井、春日井西、春日井南、春日井商業、春日井工業、高蔵寺、春日台養

護、春日井高等養護 

瀬戸窯業 豊明、東郷、日進、日進西、長久手、旭野、瀬戸西、瀬戸、瀬戸北 

尾 北 
古 知 野 犬山、犬山南、丹羽、江南、尾北、岩倉総合 

小 牧 南 小牧、西春、新川、小牧工業、小牧養護 

尾 中 
一  宮 一宮北、一宮南、一宮工業、一宮養護、一宮東養護 

一宮興道 一宮西、一宮商業、一宮聾、木曽川、尾西、起工業 

尾 西 
津 島 北 稲沢、稲沢東、杏和、佐織工業、佐織養護 

佐 屋 津島、津島東、五条、美和、海翔 

知 多 

半田工業 
半田、半田東、半田農業、半田商業、阿久比、東浦、内海、武豊、半田養護、

ひいらぎ養護 

横 須 賀 
常滑、東海南、東海商業、大府、大府東、桃陵、知多翔洋、半田養護桃花校

舎、大府養護 

西三北 
豊 田 西 豊田南、豊野、衣台、三好、豊田工業、豊田高等養護、三好養護 

豊 田 北 豊田、豊田東、松平、加茂丘、足助、猿投農林 

西三東 
岡 崎 岡崎東、幸田、岡崎工業、岡崎盲、岡崎養護、みあい養護 

岡 崎 北 岩津、岡崎西、岡崎商業、岡崎聾 

西三南 

安 城 安城東、安城南、安城農林、安城養護、碧南、碧南工業、高浜 

刈 谷 刈谷北、刈谷東、刈谷工業、知立、知立東 

西 尾 西尾東、鶴城丘、一色、吉良 

東三南 
豊 橋 東 時習館、豊橋西、豊丘、豊橋工業、豊橋商業、豊橋養護、豊橋聾 

成 章 豊橋南、福江、渥美農業 

東三北 
三谷水産 

蒲郡、蒲郡東、御津、国府、小坂井、宝陵、豊川工業、豊川養護、豊川養護

本宮校舎 

新 城 新城東、鳳来寺、作手、田口 

 



 

別添１

（「平成 15 年度愛知県学校薬剤師講習会兼学校保健研修会」資料より引用）





別添２ 

 

教室等の空気中の浮遊粉じん濃度について 

 

学校環境衛生の基準で規定される教室等の空気中の浮遊粉じん濃度を求める場合、 

相対濃度計（デジタル粉じん計）の測定値から換算して算出する場合に使用する係

数（質量濃度変換係数Ｋ）について、学校環境衛生管理マニュアル（平成 16 年 3 月

文部科学省）で新たに下記１のとおり値が示されましたので、今後、教室等の空気

中の浮遊粉じん濃度を求める場合は下記２を参考にしてください。 

記 

１ 質量濃度変換係数Ｋ 

（１）Ｐ型（光散乱方式） 

  ア Ｐ－５Ｈ 

Ｋ＝３．５１×１０－３ 

  イ Ｐ－５Ｌ 

Ｋ＝３．５１×１０－２ 

（２）ＬＤ－３型（レーザーダイオード使用） 

   Ｋ＝１．３０×１０－３ 

 

２ 浮遊粉じん濃度計算例 

（１）Ｐ－５Ｈ２（柴田科学）の場合 

ア 質量濃度変換係数Ｋ 

    Ｋ＝３．５１×１０－３ （機器本体表記のＫ＝０．００１） 

イ バックグランド値（ＢＧ） 

    ５（ＣＰＭ） 

ウ デジタル粉じん計の測定値から質量濃度への換算 

    ５分間測定した場合のデジタル粉じん計の測定値が１２０ＣＰＭであった

場合、浮遊粉じん濃度は以下のとおり、０．０６７（ｍｇ／ｍ３）となる。 

＜換算例＞ 
 

    {（１２０÷５）－５}×３．５１×１０－３≒０．０６７ 
       ※1  ※2   ※3    ※4 
 

※１ デジタル粉じん計の５分間の測定値 

※２ ５分間の測定値から１分平均の測定値を求めるために５で割る 

※３ バックグランド値（ＢＧ） 

※４ Ｐ－５Ｈ型（散乱方式）のＫ値 

（２）ＬＤ－３（柴田科学）の場合 

   ＬＤ－３は、Ｋ値（１．３）をあらかじめ機器にセットすることにより、測

定結果をｍｇ／ｍ３の単位で表示することができる。 


